


















Comparative Advantage Index of the Value-Added Trade
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Abstract：In this paper, we focused to the value-added exports, and 
investigated the difference between the comparative advantage index of 
the total export value of conventional exports and the value-added exports. 
Using data of the Input-Output Table during 2000 to 2014, we found that the 
results were completely different in various industries. In addition, when we 
calculated the trade ratio of intermediate input goods measured by value-
added exports, we found that the ratio of intermediate input goods within Asia 
was exceptionally large.
Keywords：comparative advantage, global value chain, value-added exports, 
gross exports, revealed comparative advantage index, 
 the World Input-Output Database













Hummels et al.（2001）や Johnson and Noguera（2012）らの研究がある。




































業連関表（World Input-Output Tables）では、対象年次が 2000 年から 2014 年までと限られ


























World Input-Output Database: WIOD）を用いた。国際産業連関表については、アジア経済
研究所の東アジア国際産業連関表や OECD の国際産業連関表（Inter-Country Input-Output 
（ICIO） Tables）などが利用可能である。しかし、東アジア国際産業連関表については、対象
となる国が 10 カ国と少なく、ICIO については産業分類が 18 産業と粗いという問題がある（猪
－ 108 －
付加価値貿易における比較優位指数について
俣 ,2014；Johnson,2014）。それに対して、WIOD の 2016 年リリースのデータでは、2000 年～
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　i 国の j 産業の付加価値輸出で見た顕示比較優位指数 は、i 国の j 産業の付加価値輸出
を とすると、
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となる。
3.3　輸出総額ベースと付加価値輸出額ベースの顕示比較優位指数との比較











































表 1．輸出総額で計測した顕示比較優位指数上位 5 品目の変化（2000 年、2014 年）
 日本
製造業 非製造業 製造業 非製造業









3 金属製品（機械器具を除く） その他の専門業 3 金属機器（機械器具を除く） 水運業
4 他に分類されない機械器具 水運業 4 他に分類されない機械器具 その他の専門業
5 第一次金属 卸売業（除自動車・オートバイ） 5 その他の輸送機械器具 陸運業
米国
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 その他の輸送機械器具 郵便 1 印刷業 補助的金融サービス
2 医薬品 映画・ビデオ 2 医薬品 映画・ビデオ
3 他に分類されない機械器具 補助的金融サービス 3 化学製品 郵便
4 紙製品 出版業 4 自動車 科学研究
5 コンピュータ 卸売業（除自動車・オートバイ） 5 他に分類されない機械器具 出版業
中国
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 衣服 その他のサービス業 1 第一次金属 水収集・処理
2 その他非金属 法律及び会計サービス業 2 その他非金属 下水・廃棄物処理
3 材木 小売業（除自動車・オートバイ） 3 コンピュータ 法律および会計サービス業
4 ゴム・プラスチック 水運業 4 電気機器 小売業（除自動車・オートバイ）
5 電気機器 卸売業（除自動車・オートバイ） 5 衣服 鉱業
ドイツ
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 自動車 機械器具修理 1 自動車 水収集・処理
2 他に分類されない機械器具 建設業 2 他に分類されない機械器具 機械器具修理
3 紙製品 電気・ガス 3 化学製品 電気・ガス
4 化学製品 不動産業 4 紙製品 下水・廃棄物処理
5 第一次金属 科学研究 5 医薬品 水運業
英国
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 印刷業 補助的金融サービス 1 印刷業 補助的金融サービス
2 医薬品 保険 2 医薬品 保険
3 化学製品 金融サービス 3 化学製品 映画・ビデオ
4 第一次金属 鉱業 4 自動車 金融サービス
5 その他非金属 その他の専門業 5 他に分類されない機械器具 その他の専門業
韓国
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 精製石油製品 その他の専門業 1 その他の輸送機械器具 水収集・処理
2 その他の輸送機械器具 科学研究 2 コンピュータ その他の専門業
3 コンピュータ 小売業（除自動車・オートバイ） 3 精製石油製品 小売業（除自動車・オートバイ）
4 金属製品（機械器具を除く） 水運業 4 自動車 下水・廃棄物処理
5 自動車 航空運送業 5 金属製品（機械器具を除く） 水運業
インド
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 材木 その他のサービス業 1 精製石油製品 コンサルタント
2 第一次金属 コンサルタント 2 材木 その他の専門業
3 衣服 林業 3 衣服 鉱業
4 化学製品 漁業 4 家具 小売業（除自動車・オートバイ）















　　　（出所）World Input-Output Database より推計
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表 2．付加価値輸出額で計測した顕示比較優位指数上位 5 品目の変化（2000 年、2014 年）
 日本










3 自動車 水運業 3 ゴム・プラスチック 水運業
4 第一次金属 広告 4 第一次金属 宿泊
5 ゴム・プラスチック 宿泊 5 印刷業 卸売業（除自動車・オートバイ）
米国
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 その他の輸送機械器具 補助的金融サービス 1 その他の輸送機械器具 出版業
2 コンピュータ 出版業 2 精製石油製品 補助的金融サービス
3 医薬品 郵便 3 医薬品 広告
4 化学製品 公務 4 化学製品 映画・ビデオ
5 金属製品（機械器具を除く） 保険 5 コンピュータ 保険
中国
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 衣服 漁業 1 衣服 漁業
2 家具 水運業 2 材木 水運業
3 その他非金属 林業 3 その他非金属 作物、狩猟
4 ゴム・プラスチック その他のサービス業 4 コンピュータ 卸売業（除自動車・オートバイ）
5 精製石油製品 作物、狩猟 5 電気機器 林業
ドイツ
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 電気機器 広告 1 電気機器 下水・廃棄物処理
2 他に分類されない機械器具 下水・廃棄物処理 2 自動車 広告
3 自動車 建築 3 他に分類されない機械器具 コンサルタント
4 金属製品（機械器具を除く） 不動産業 4 金属製品（機械器具を除く） 郵便
5 化学製品 機械器具修理 5 ゴム・プラスチック 自動車修理
英国
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 その他の輸送機械器具 補助的金融サービス 1 その他の輸送機械器具 補助的金融サービス
2 医薬品 機械器具修理 2 医薬品 保険
3 印刷業 その他の専門業 3 飲食料品 教育
4 飲食料品 教育 4 家具 広告
5 他に分類されない機械器具 郵便 5 金属製品（機械器具を除く） 自動車修理
韓国
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 コンピュータ 科学研究 1 コンピュータ 映画・ビデオ
2 衣服 映画・ビデオ 2 化学製品 建築
3 化学製品 水運業 3 その他の輸送機械器具 保健衛生
4 第一次金属 宿泊 4 衣服 その他の専門業
5 精製石油製品 補助的金融サービス 5 第一次金属 小売業（除自動車・オートバイ）
インド
製造業 非製造業 製造業 非製造業
1 衣服 コンサルタント 1 精製石油製品 コンサルタント
2 材木 建築 2 衣服 建築
3 家具 小売業（除自動車・オートバイ） 3 家具 小売業（除自動車・オートバイ）
4 化学製品 その他のサービス業 4 化学製品 その他のサービス業

























　　（出所）World Input-Output Database より推計
　第 3 に、金属製品（機械器具を除く）産業について、中国は輸出総額で測定した顕示比較優
位指数の統計では、1 を上回って上昇しているが、付加価値輸出額の統計では 1 を下回っており、
中国における金属製品（機械器具を除く）は比較劣位産業と言える（図 3）。
　第 4 に、科学研究・開発業では、日本は比較劣位のまま推移している（図 4）。また、付加
価値輸出額の統計では、韓国や英国やドイツがリーマンショック以降、比較優位の程度を下げ
ている一方、米国が大きく上昇している。この米国の動きの背景には、2009 年のオバマ政権
時に米国初の国家的なイノベーション政策である「米国イノベーション戦略（A Strategy for 
American Innovation）」が打ち出されたことが考えられる。この政策の一つに、研究開発費

























　　（出所）World Input-Output Database より推計




　（日本、2000 年と 2014 年）　　　　　　　　　　　（日本、2000 年と 2014 年） 
 
　　（出所）World Input-Output Database より推計
　また、付加価値輸出額の産業別構成比について、米国や中国やルクセンブルクのデータを見









図 9．付加価値輸出額の産業別構成比（米国、2000 年と 2014 年）
 
　　　　　　（出所）World Input-Output Database より推計
図 10．付加価値輸出額の産業別構成比（中国、2000 年と 2014 年）
 
　　　　　　（出所）World Input-Output Database より推計
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図 11．付加価値輸出額の産業別構成比（ルクセンブルク、2000 年と 2014 年）
　　　　　（出所）World Input-Output Database より推計
4．付加価値輸出額で測った中間投入財の貿易割合について
　最後に、通常の輸出総額で測った貿易割合と付加価値輸出額で測った貿易割合とを算出して、







56 の産業のうち、2014 年時点における上位 10 の産業を列挙したものである。一方、表 4 は、
通常の輸出総額で測ったアジアとの貿易の中間投入財の割合の推移を示したもので、56 の産





























 No. ISIC WIOD 産業 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014
1 C26 r17 コンピュータ、電子製品、光学製品製造業 46.3 55.1 65.1 76.0 70.5 91.7 91.9 90.2
2 C24 r15 第一次金属製造業 39.3 43.4 43.0 56.6 52.3 67.3 75.4 71.7
3 M74_M75 r49 その他の専門、科学及び技術サービス業；獣医業 35.0 30.8 28.3 43.1 46.9 77.1 74.1 70.4
4 C28 r19 他に分類されない機械器具製造業 34.2 34.6 39.1 53.8 51.7 80.7 71.7 66.0
5 C27 r18 電気機器製造業 47.4 48.1 48.5 62.0 59.3 71.4 66.2 65.4
6 C22 r13 ゴム及びプラスチック製品製造業 26.2 29.0 31.0 42.7 43.9 66.4 63.5 60.9
7 C29 r20 自動車、トレーラ及びセミトレーラ製造業 21.9 28.9 29.1 40.6 49.8 77.6 68.0 59.9
8 C13-C15 r6 織物製造業、衣服製造業、皮革及び関連製品製造業 39.8 40.2 35.0 44.5 45.9 52.5 57.2 55.0
9 C25 r16 金属製品製造業（機械器具を除く） 30.0 33.3 29.7 38.5 38.7 55.9 51.2 49.0
10 C19 r10 コークス及び精製石油製品製造業 30.6 33.4 29.1 37.8 42.5 43.7 47.6 47.6
　　（出所）World Input-Output Database より算出
表 4．通常の輸出総額で測ったアジアとの貿易の中間投入財の割合の推移（単位：％）
 No. ISIC WIOD 産業 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014
1 C26 r17 コンピュータ、電子製品、光学製品製造業 18.8 25.8 40.0 48.6 40.9 50.5 55.2 62.4
2 C28 r19 他に分類されない機械器具製造業 18.2 23.2 40.9 47.3 47.3 57.0 47.3 53.2
3 C27 r18 電気機器製造業 16.3 20.3 27.2 34.4 37.0 37.8 37.2 48.6
4 C13-C15 r6 織物製造業、衣服製造業、皮革及び関連製品製造業 25.0 26.6 30.2 36.8 36.8 36.1 37.8 40.3
5 C29 r20 自動車、トレーラ及びセミトレーラ製造業 3.7 7.2 9.9 10.8 18.9 24.1 20.1 25.5
6 C10-C12 r5 食料品製造業、飲料製造業、たばこ製造業 10.7 12.9 13.8 17.0 14.1 16.0 17.0 17.7
7 C25 r16 金属製品製造業（機械器具を除く） 6.4 9.6 11.6 12.4 11.4 9.9 11.5 14.6
8 C31_C32 r22 家具製造業；その他の製造業 6.1 7.3 8.2 11.4 10.6 9.1 10.5 14.5
9 C19 r10 コークス及び精製石油製品製造業 4.2 4.2 5.0 7.5 10.0 7.5 9.8 10.7
10 C22 r13 ゴム及びプラスチック製品製造業 2.8 4.1 5.1 7.1 7.0 7.2 7.4 9.6
　













ス（The World Input-Output Database: WIOD）を用いて、付加価値輸出額の推計を行った。
WIOD の 2016 年リリースのデータは、2000 年～ 2014 年のもので、対象となる国は 43 カ国お
よびその他世界であり、対象となる産業も 56 産業というものである。ここでは、2 年ごとの
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